
令和６年度 行政評価 進捗管理シート
目指す姿

施策の主な取り組み

■実施する主な事業

◆指標の達成状況

■実施する主な事業の評価

施策の方向性（改善策）

（第5次総合計画 前期基本計画 101-103 ページ）

政策名 7 スマートでスリムな行政運営の確立のために。（行政経営）
行政活動に対する検証と改善が行われ、健全な財政基盤のもと、持続可能な行財政運営が
実現している。

施策名 30 行財政運営の最適化

ＳＤＧｓ該当分野

③ 公有財産の維持管理及び活用

「公共施設等総合管理計画」に基づき、財政負担の平準化を図り、良質で持続可能な公共施設
サービスを提供します。

№ 名称 概要 総合戦略

③ー１ 公有財産維持管理事業
施設の安全性や機能性を保つため、定期点検や改修工事等の維持管理業務を実施します。また、
「公共施設等総合管理計画」を更新するとともに、個別施設計画の策定・改訂を進め、計画に基づ
く公共施設の活用等を進めます。

●

担当所管
（R1） R６ R１０ R１４ （R５） 目標値 中間値

（９月末）
実績値

（年度末）
目標達成度
（Ｒ６年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

方向性の内容（改善策）
※３視点評価の点数（１００点満点）が６５点以下の視点については、

現状を改善し、高めていくための方策等について記入
今年度の事業実施計画

成果の方向性
必要性

有効性
コストの方向性

効率性

指標名 単位 算出方法（指標説明）
計画当初 目標値 前年度実績値 今年度の進捗

総務部
管財課

№ 事業名
今年度の事業評価 今後の方向性

担当所管
実績と課題

担当課
評価

(A/B/C)

３視点

14 14 14 14 100.0% 107.7%個別施設計画策定数 件 個別施設計画を策定した施設類型数（平成30年度からの累計） 11 13 15 15

所管判定

【成果の方向性】
・令和７年３月に策定予定の総合計画中期基本計画に基づいて実施する各事業の進捗
管理を行う。行政評価の見直しを行い、より効果的かつ効率的な改善手法を検討する。
【コストの方向性】
・今年度の計画策定支援のための委託料などについて、次年度は予算計上しないため、
予算は縮小となるが、当初の策定スケジュールどおりであるため、コストの方向性は維
持とする。

市長公室
・総合計画（総合戦略を含む）に位置付けた事業の行政評価の実施
（事前記入：６月、事中評価及び説明会：9月、事後評価：1月）
・第5次香芝市総合計画（「中期基本計画」及び「（仮）香芝市デジタル田園都市国家構想
総合戦略」）の策定
・都市経営市民会議の開催（計４回、総合計画策定関係の審議等）
・第5次総合計画策定に係る市民アンケート調査（６月）、中学生アンケート（６月）、パブ
リックコメント（12月）等
・ロジックモデル作成に係る研修及び説明会、所管ヒアリングの実施（6月～8月）

72

現状維持

総合政策課

①ー１ 総合計画進行管理事業
【実績】
・行政評価については、事前記入・事中評価・事後評価の３回に分けて実施し、次
年度予算検討の際に活用した。また、評価によるコスト削減等の利点を職員に共
有するため、事中評価に併せて職員向け研修会を実施した。
・第5次香芝市総合計画中期基本計画の策定のため、所管と連携の下、全事業の
ロジックモデルシートの作成を事務事業再編評価指標の見直しを実施した。
・年４回にわたる香芝市総合計画及び総合戦略推進本部及び香芝市都市経営市
民会議を開催し、審議を実施した。
・市民アンケートや中学生アンケート等の意識調査を実施し、第5次香芝市総合計
画中期基本計画の策定過程において活用した。また、市民アンケートには地域幸
福度指標を取り入れ、その結果を第３期香芝市創生総合戦略の成果指標に設定
する等するなど工夫した。
【課題】
・行政評価の評価対象は政策体系に基づく事務事業単位としているが、予算要
求時に成果及びコストの方向性を判断する場合においては、より細かな事業単
位で予算の増減等を検討しているため、行政評価と予算の連動が十分に機能し
ているとは言えない状況である。
客観性かつ合理性のある評価を実施するためには、評価の仕組みと職員の意識
の両面から改善を図る必要がある。

B

72

現状維持

77

【成果の方向性】
・第5次香芝市総合計画中期基本計画では、より精緻な指標(再編計画等に基づく長寿
命化改修などの完了率)をアウトカム指標で設定する予定としている。
【コストの方向性】
・R9を期首とする第2期香芝市公共施設総合管理計画の策定にあたっては、外部委託
を行わない方針となったことから、コストの方向性を現状維持と設定。

総務部
・公共施設等総合管理計画の施設類型方針に基づいた個別施設計画は策定完了してい
るため、施設類型方針以外の施設の個別施設計画策定を進める。
・公共施設の広域連携の取り組みを進めるため、公共施設の相互利用の本格導入に向
けて中和・西和広域連携検討会の中で協議検討を行う。

69

現状維持

管財課

③ー１ 公有財産維持管理事業 【実績】
・施設類型方針対象外施設の個別施設計画について、施設の利用や老朽化の状
況を鑑み策定及び方針の見直しを行った。
・公共施設の広域連携の取り組みについて、R6年度は検討会を５回開催し、R7
年度からの相互利用本格運用に向けた課題整理を行った。
【課題】
・公共施設の相互利用本格運用の開始にあたり、検討会の中で細部の内容調整
を行う必要がある。

A

72
拡充

90

担当課評価 成果の方向性 コストの方向性

次年度の方向性

・第５次香芝市総合計画中期基本計画の進捗管理に当たっては、各所管における事業の進捗を評価指標等
から客観的に把握できる仕組みを構築するとともに、行政評価の手法を再考し、より合理性な効果を生み出
せるよう創意工夫する。
・R7年度からの公共施設の相互利用本格運用の開始にあたり、検討会において、協定書内容について検討
を行う。

A 1 事業 拡充 1 事業 拡大 0 事業

B 1 事業 現状維持 1 事業 現状維持

休廃止 0 事業 休廃止 0 事業

2 事業

C 0 事業 縮小 0 事業 縮小 0 事業



令和６年度 行政評価 進捗管理シート
目指す姿

施策の主な取り組み

■実施する主な事業

◆指標の達成状況

■実施する主な事業

◆指標の達成状況

■実施する主な事業

◆指標の達成状況

■実施する主な事業の評価

施策の方向性（改善策）

ＳＤＧｓ該当分野

① 適正課税の推進および収納（徴収）率の向上

公平・公正の観点から市税の適正課税を推進することにより、市民の信頼及び税収の確保を図りま
す。また、納付環境の利便性向上および納付意欲の向上に向けた取り組みを推進することにより、
市税や保険料の収納（徴収）率の向上を図ります。

№ 名称

（第5次総合計画 前期基本計画 104-105 ページ）

政策名 7 スマートでスリムな行政運営の確立のために。（行政経営）

市税や保険料が公正公平に負担されるとともに、新たな財源により歳入を確保できている。

施策名 31 歳入の確保と財源の創出

①ー２ 自主納付推進事業（保険料）
口座振替やコンビニ納付などの既存の納付方法に加え、キャッシュレス決済などの電子納付環境
を整備することで、時間や場所に捉われない納付方法を提供し、納付意欲の向上を図ります。

―

①ー３ 市民税・固定資産税の課税適正化事業
申告催告、実地調査及び関係官署等への照会などを通じて、賦課の公平化・適正化に継続的に取
り組みます。

―

概要 総合戦略

①ー１ 自主納付推進事業（税）
口座振替やコンビニ納付などの既存の納付方法に加え、キャッシュレス決済などの電子納付環境
を整備することで、時間や場所に捉われない納付方法を提供し、納付意欲の向上を図ります。

―

市税収納率（現年分） ％ 収納済額/収納すべき額 99.05 99.1 99.2 99.3 98.91

今年度の進捗

（R1） R６ R１０ R１４ （R５） 目標値 中間値
（９月末）

実績値
（年度末）

指標名 単位 算出方法（指標説明）
計画当初 目標値 前年度実績値

99.1 61.79 99.30 100.2% 100.2% 総務部
収税課

目標達成度
（Ｒ６年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

担当所管

② 財産調査の強化と適正な債権管理

財産調査の徹底により、適正な債権管理を推進します。

№ 名称 概要 総合戦略

96.6 93.45 95.0 44.3 94.67 99.7%国保料収納率(現年分） ％ 収納済額/収納すべき額 93.24 95.0 95.8

②ー１ 滞納整理適正化事業（税）
預貯金や生命保険などの換価可能な財産の調査および消滅時効の管理を行い、差押え・換価・執
行停止などを適正に行います。

―

99.7%
健康福祉部
介護福祉課
国保医療課

今年度の進捗
担当所管

（R1） R６ R１０ R１４ （R５） 目標値 中間値
（９月末）

実績値
（年度末）

計画当初 目標値 前年度実績値

目標達成度
（Ｒ６年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

5.0 -0.05

指標名 単位 算出方法（指標説明）

②ー２ 滞納整理適正化事業（保険料）
預貯金や生命保険などの換価可能な財産の調査および消滅時効の管理を行い、差押え・換価・執
行停止などを適正に行います。

―

③ 自主財源の確保

本市への寄附を促進し、財源の確保を図ります。また、受益者負担の適正化やネーミングライツ、企
業版ふるさと納税、未利用公有地の活用などの新たな財源確保策を検討します。

№ 名称 概要

4.8 ― 9.9 206.3% 206.3% 総務部
収税課

総合戦略

③ー１ ふるさと寄附金事業
地場産品の発掘・企画によりふるさと納税返礼品の拡充を図り、サイト掲載ページの充実や市外
へのＰＲ活動を通して、本市への寄附を促進するとともに、本市の魅力を発信します。

●

滞納繰越額の減少率 ％ （前年度滞納繰越額－当該年度滞納繰越額）／前年度滞納繰越額 4.7 4.8 4.9

担当所管
（R1） R６ R１０ R１４ （R５） 目標値 中間値

（９月末）
実績値

（年度末）
目標達成度
（Ｒ６年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

方向性の内容（改善策）
※３視点評価の点数（１００点満点）が６５点以下の視点については、

現状を改善し、高めていくための方策等について記入
今年度の事業実施計画

成果の方向性
必要性

有効性
コストの方向性

効率性

指標名 単位 算出方法（指標説明）
計画当初 目標値 前年度実績値 今年度の進捗

市民環境部
商工観光課

№ 事業名
今年度の事業評価 今後の方向性

担当所管
実績と課題

担当課
評価

(A/B/C)

３視点

6,010 7,000 2,369 6,286 89.8% 89.8%ふるさと寄附金受入額 万円 ふるさと納税による寄附金受入額 5,110 7,000 8,500 10,000

所管判定

【成果の方向性】
・令和5年度より開始したスマートフォンからのQRコード決済による納付について周知
を図り、徴収率の向上に努める。
【コストの方向性】
・口座振替手数料の引き上げや共通納税におけるQRコード収納件数の増加に伴い、
サービス利用料は増加傾向となっている。

総務部
・ペイジー口座振替の奨励及びスマホ決済やＱＲコードを活用した電子納付の奨励
（HP、広報、広報お知らせ版、各種通知書（18,000枚）への折込）
・コンビニ収納の啓発、コールセンターによる電話催告（9,500件）
・現年度課税分の催告の通知（1,800件）及び差押え等滞納処分の執行（104件）

80

拡大

収税課

①ー１ 自主納付推進事業（税） 【実績】
・コールセンターによる電話催告（6,364件）
・現年度課税分の催告通知（1,531件）
・差押等滞納処分の執行（2８件）
【課題】
・eL-tax、スマホ決済やコンビニ収納といった収納方法の拡充に伴い、事務量は
増加している。また、令和6年度は定額減税の影響から、還付処理が例年に比べ
大幅に増加し、事務が輻輳する要因となった。

A

90
拡充

67

【成果の方向性】
・市と県の電話催告に加え、定期的に現年催告を送付し、効果的な納付督励を行う。
・口座振替率を向上させるため、督促状や更正通知等に口座振替案内文を同封する。ま
た窓口相談の際にも積極的に口座振替の勧奨を行う。
【コストの方向性】
・継続的に督促状や催告書を送付するため、事業経費は現状を維持する。

健康福祉部
・各通知書に口座振替の案内文書を同封し口座振替率の向上
・現年度保険料の滞納者に対し（年2回以上）催告書を送付
・コールセンターによる迅速な初期滞納者対応
・月1回（月末）の夜間窓口による納付相談
・滞納処分の具体的事例を明示した文書を作成し催告書等に同封して送付

75

現状維持

介護福祉課
国保医療課

①ー２ 自主納付推進事業（保険料）

《実績】
・各期別の督促状に口座振替の案内文書を同封し、口座振替率の向上を図った。
ペイジー口座登録件数894件（前年比142%）。
・現年度保険料の滞納者に対し2回催告書を送付した。送付人数496人
・市と県の電話催告に加え、定期的に現年催告を送付し、引き続き効果的な納付
督励を行った。
・月１回夜間窓口を開設し納付相談を実施した。
・滞納処分に至るプロセスを明示した文書を催告書に同封して送付し、ホーム
ページに掲載した。
【課題】
・払い忘れや納付書を紛失したことにより滞納になる方が多く、引き続き電話催
告や催告書の送付、口座振替の勧奨が必要である。
・後期高齢者で、以前は特別徴収（年金天引き）だったが普通徴収に変更になっ
た者の割合が増えており、口座振替率が減少した。

A

77

拡充

77

【成果の方向性】
・適正な課税を実現するために、各関係機関との連携のもと未申告者を捕捉し、継続的
に申告勧奨を行う
【コストの方向性】
・継続的に未申告者への申告勧奨を行うため、事業経費は現状を維持する。

総務部
・市民税（個人及び法人）及び固定資産税（償却資産）未申告者の捕捉及び申告勧奨
・扶養控除等の申告内容の適正化
・未評価家屋の解消

85

現状維持

課税課

①ー３ 市民税・固定資産税の課税適正化事業
【実績】
・個人市民税（898件、2,908千円）、固定資産税償却資産（129件、4,505千
円）、固定資産税家屋（81件、5,614千円）の追加課税を行った。
【課題】
・未申告者、未評価家屋の捕捉率向上

A

100
現状維持

90

【成果の方向性】
・預金調査については、令和6年度より電子照会システム【pipitLINQ】を導入したこと
により、調査期間が大幅に短縮できるようになった。効率的な滞納処分により差押等の
件数増加が見込まれる。
【コストの方向性】
・電子照会システム【pipitLINQ】の導入によりランニングコストは増加している。ただ
し、郵送による照会時に要していた郵便代金については削減が見込まれる。

総務部
・速やかな財産調査と滞納処分（30,000件）
・適正な分納計画の履行（800件）
・適正な執行停止の遂行（300件）

80

拡大

収税課

②ー１ 滞納整理適正化事業（税） 【実績】
・速やかな財産調査と滞納処分（32,493件）
・適正な分納計画の履行（８８０件）
・適正な執行停止の遂行（825件）
【課題】
・電子照会システム【pipitLINQ】を導入したことにより、効率的な滞納処分が可
能となった事から、差押件数は増加している。

A

85
拡充

67

【成果の方向性】
・自主納付に至らなかった滞納者に催告の送付や財産調査を行い、財産がある場合は
速やかに滞納処分を執行する。
・財産なしや生活困窮等納付が困難とみなされる場合は適正に執行停止、不納欠損処
分を行い、滞納保険料を圧縮し収納率向上をさせる。
【コストの方向性】
・継続的に催告の送付や差押を執行するため、事業経費は現状を維持する。

健康福祉部・短期保険証廃止による折衝の機会及び納付の機会の減少を口座振替の推奨により
　カバーする
・分納者に対し確実な履行状況管理
・催告書を用いた滞納者との折衝
・速やかな財産調査・実態調査を行い、適正な滞納処分の執行

75

現状維持

介護福祉課
国保医療課

②ー２ 滞納整理適正化事業（保険料） 【実績】
滞納者数1,268人（前年比95%）。分納誓約件数544件（前年比101%）。預金
調査件数999件（前年比88%）。差押件数31件（前年比59%）差押換価額
2,811,041円（前年比59%）
【課題】
・現年度保険料を優先的に徴収した結果、過年度保険料の収納率が減少した。
・財産や所得が少なく滞納処分の判断が難しい事案が多く、滞納処分が減少し
た。

B

70
現状維持

77

【成果の方向性】
・新規返礼品提供事業者の獲得のため、広報紙やSNSで募集案内を発信するととも
に、既存返礼品提供事業者とは、中間事業者と協力のうえ連携を取りつつ、返礼品の充
実や新規ポータルサイトへの掲載をすることで発信力の強化を図り、寄附額をさらに増
加させる。
・企業版ふるさと納税については、奈良県企業版ふるさと納税連絡協議会を活用して企
業への発信力を強化するとともに、マッチングの業務委託やプッシュ型で香芝市にゆか
りのある企業に対し、PRパンフレットを送付するなどをし、寄附金額の拡大を図る。
【コストの方向性】
・寄附に伴うコストについては、サイト運営経費や返礼品調達経費など寄附額の増加に
伴い必要となるものであり、寄附額増加を図っているが、大きく増加することはないた
め、コストは現状維持とする。

市民環境部
・ふるさと納税協力事業者の新規獲得（令和６年度登録事業者５件増）
・ふるさと納税返礼品の拡充およびブラッシュアップ(令和６年度登録返礼品２０件増）
・ふるさと納税（企業版ふるさと納税を含む）のＰＲ
　（広報誌への掲載(６月)、パンフレットの送付(8月)、返礼品の展示(８月～１２月)）
・企業版ふるさと納税のメニュー化(5月)

45

現状維持

商工観光課

③ー１ ふるさと寄附金事業 【実績】
・ふるさと納税協力事業者の新規獲得（令和６年度登録事業者３件増）
・ふるさと納税返礼品の拡充およびブラッシュアップ(令和６年度登録返礼品16
件増）
・ふるさと納税（企業版ふるさと納税を含む）のＰＲ
　（広報誌への掲載(６月、12月)、企業版ふるさと納税PR動画公開(１１月)、市
HPにてふるさと納税に関するPR(6月～8月、10月～12月)）
・企業版ふるさと納税のメニュー化(5月)
【課題】
・事業者の新規獲得に向けて周知方法を検討する
・企業版ふるさと納税のPRについても周知方法を検討する

A

70

拡充

95

次年度の方向性

・令和6年度の差押件数は電子照会システム【pipitLINQ】の導入等に伴い、前年度に比べて大きく増加し
ている。次年度以降も、自主財源の確保と市民負担の公平性を保ちつつ、市税収入の安定確保を図るため
に、引き続き適正な滞納処分を行い、徴収率の向上に努める。
・国民健康保険の短期保険証が廃止されたため、未納者に対し電話や催告等を行い自主納付の向上を図る。
・資格取得の手続き時に、被保険者に対し口座振替納付推奨の周知を行い促進を図る。
・自主納付に至らない現年保険料未納者に対する滞納処分を行い、滞納繰越保険料の縮小を図る。
・納付困難者に対して納付相談を行い、実情に応じた適正な分納計画及び履行管理を実施する。
・速やかに財産調査を行い、法令に基づいた早期の滞納処分を実施する。
・次年度も引き続き現年度を優先的に徴収し、過年度滞納者に対しても現年保険料以上の納付を原則とし
滞納繰越分の収納率の向上を図る。
・税負担の公平性や適正を確保するため、継続して調査を継続する。
・ふるさと納税協力事業者の新規獲得に向けて周知方法を検討する。
・ふるさと納税返礼品のヒット商品の傾向を調査し新商品の登録に繋げる。

A 5 事業 拡充

担当課評価 成果の方向性 コストの方向性

4 事業 拡大 2 事業

B 1 事業 現状維持 2 事業 現状維持

休廃止 0 事業 休廃止 0 事業

4 事業

C 0 事業 縮小 0 事業 縮小 0 事業



令和６年度 行政評価 進捗管理シート
目指す姿

施策の主な取り組み

■実施する主な事業

◆指標の達成状況

■実施する主な事業

◆指標の達成状況

■実施する主な事業

◆指標の達成状況

■実施する主な事業の評価

施策の方向性（改善策）

0 事業 縮小 0 事業 縮小 0 事業

休廃止 0 事業 休廃止 0 事業

担当課評価 成果の方向性 コストの方向性

次年度の方向性

・前年度に実施した広報紙に関するアンケート結果をもとに、各年代における市政情報の入手方法やニーズな
どを把握し、広報紙の発行回数の変更を行う。また、より多くのかたの市政への関心を高めるため、以前より、
情報発信のツールとして活用しているLINEに加え、令和６年度から開始した「X（旧：Twitter）」や、
YouTubeによる動画の配信を積極的に行うなど、様々なメディア媒体で市の情報を積極的に発信し、「訪れ
たい」・「住み続けたい」まちのイメージの醸成につなげていく。
・香芝市DX推進計画に基づき、基幹情報システムの標準化を進めることにより行政の効率化に寄与する取り
組みを進める。
引き続き、情報セキュリティを維持するための施策を調査するとともに、職員研修によりセキュリティ意識の
向上を図っていく。

A 3 事業 拡充 2 事業 拡大 2 事業

B 1 事業 現状維持 2 事業 現状維持 2 事業

C

【成果の方向性】
・発生インシデントはいずれも人的要因に起因するものであり、職員研修の徹底及び定期
的な監査等によりセキュリティ意識の向上による対策を継続する。
【コストの方向性】
・発生インシデントはいずれも人的要因に起因するものであることから、コストの拡大よ
り、事務フローの見直しや研修等、人的なエラーを低減していく施策が優先であると判断
する。

総務部

・全職員の情報セキュリティ研修の受講。

64

現状維持

総務情報課

③ー１ 情報セキュリティ対策事業
【実績】
・新人向け、全職員向け、マイナンバー事務従事者向け等、多様な情報セキュリティ
研修を実施した。
・様々な脅威に対応できるよう、香芝市情報セキュリティポリシーの改正を行っ
た。
【課題】
・セキュリティインシデント件数について目標値を下回った。

B

100
現状維持

100

【成果の方向性】
・電子申請サービスについて安定して高い利用状況を維持しており、現状維持が妥当と判
断。
・AIチャットボットの正答率に課題があり、正答率向上の方法を検討していく。
【コストの方向性】
・電子申請サービスについて安定して高い利用状況を維持しており、現状維持が妥当と判
断。
・AIチャットボットについて正答率向上が図れない場合は、サービス継続可否の検討が必
要。

総務部
・電子申請が可能な手続きの拡大。
・次期電子申請システムの検討。
・FAQの見直しに伴うAIチャットボットの利便性の向上。
・窓口の利便性向上。

69

現状維持

総務情報課

②ー１ ICT活用事業
【実績】
・電子申請について、令和５年度に引き続き高い利用件数を維持した。
・AIチャットボットについて安定した利用を維持した。
・令和7年2月より「書かない窓口」のサービスを開始した。
【課題】
・電子申請は高い利用を維持しているが、アンケートやイベント申込といった簡単
な申請が多く、窓口に来なければできない手続きはまだまだ多い状況にある。

A

80
現状維持

87

【成果の方向性】
・香芝市の魅力の市外への発信が本市の課題である。
・そのため、新しい媒体で情報発進を行っていく予定である。
【コストの方向性】
・上述のとおり、市外への情報発進のため、これまで活用してこなかった媒体を用いた情報
発進を行うことを予定しており、大きくコストが嵩むものではないが、拡大を予定してい
る。

市長公室
・広報紙や市ホームページ、テレビ、SNS（Youtube・X(旧twitter)・Facebook・LINE）など、各種媒体を活
用し、市内外へ適時適切かつ魅力的な情報提供を行う。
・情報発進に携わる市職員一人ひとりの広報意識の醸成と、情報発進能力の向上を図る。
・各種報道機関へ、報道提供のタイミングも考えた上で、市政情報の積極的な情報提供を行う。

85

拡大

秘書広報課

①ー２ 広報及び報道機関連携事業 【実績】
・通年、月平均10件のLINE投稿による情報発信を行った。（12か月で123件）
・通年、月平均5件の各種報道機関への情報提供を行った。（12か月で58件）
・記事掲載の回数増に向け、一方的な情報提供のみでなく、記者の方に取材に来
ていただく機会を設けた。
【課題】
・SNSを活用した効果的な情報発信方法の検討

A

80
拡充

75

【成果の方向性】
・より魅力的な記事を作成するために、市民が真に知りたい情報の掲載に向け、取材や情
報収集に力を入れ、内容の充実をより図っていく。
【コストの方向性】
・情報発進の方法を多角化していく観点から、広報紙二つを統合する予定であるが、統合
された広報紙をより魅力的なものにするためにもフルカラー化し、視覚的にわかりやすい
広報に向けて拡大を予定している。

市長公室

・広報かしば、広報かしばお知らせ版を月２回、年２３回発行する。
　（１月号のお知らせ版は広報かしば１２月号と合併）
・昨年度実施したアンケート調査の結果を踏まえ、情報発信のあり方を再検討し、具体的な取組を推進する。

77

拡大

秘書広報課

①ー１ 広報紙発行事業
【実績】
・遅滞なく計画どおりに、広報紙を計２２回発行した。
・広報かしばの特集記事作成に際しては、担当課と綿密に連携しながら取材・紙面
編集を行い、市民にとって有益な情報の発信に努めた。
・次年度からの月１回の発行、広報紙のカラー化の方向性を定めた。
【課題】
・広報紙の電子化の普及を行い、ペーパーレス化に向けた検討を行う。

A

69
拡充

87

総務部
総務情報課

№ 事業名
今年度の事業評価 今後の方向性

担当所管
実績と課題

担当課
評価

(A/B/C)

３視点

8 0 5 7 0.0% ーセキュリティインシデント件数 件 セキュリティインシデント発生件数 0 0 0 0

所管判定

方向性の内容（改善策）
※３視点評価の点数（１００点満点）が６５点以下の視点については、

現状を改善し、高めていくための方策等について記入
今年度の事業実施計画

成果の方向性
必要性

有効性
コストの方向性

効率性

指標名 単位 算出方法（指標説明）
計画当初 目標値 前年度実績値 今年度の進捗

担当所管
（R1） R６ R１０ R１４ （R５） 目標値 中間値

（９月末）
実績値

（年度末）
目標達成度
（Ｒ６年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

③ 情報セキュリティの確保

ＩＣＴを利用した市民サービスや組織内利用システムの安定的な運用のため、組織内の情報機器
を不正アクセスやコンピュータウイルス等の脅威から守り、情報ネットワークや職員の使用する情
報端末のセキュリティを確保します。

№ 名称 概要

15,000 6,271 14,366 95.8% 75.6% 総務部
総務情報課

総合戦略

③ー１ 情報セキュリティ対策事業
情報セキュリティに対する職員研修の実施や、セキュリティ対策システムの導入および維持管理など
を行います。

―

AIチャットボット利用件数 件 AIチャットボットの利用件数 0 19,000 20,000 21,000 12.799

15,384電子申請・施設予約利用件数 件 奈良電子自治体共同運営ポータルサイト「e古都なら」による電子申請・
施設予約件数

1,423 2,700 3,000 3,300 総務部
総務情報課

15,000 5,600 13,645 91.0% 505.4%

指標名 単位 算出方法（指標説明）
計画当初 目標値 前年度実績値 今年度の進捗

担当所管
（R1） R６ R１０ R１４ （R５） 目標値 中間値

（９月末）
実績値

（年度末）
目標達成度
（Ｒ６年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

② ＩＣＴを活用した業務の効率化・利便性の向上

Society５.０に対応し、さまざまな行政課題の解決に積極的にＡＩなどのＩＣＴを活用し、業務の
効率化および利便性の向上を図ります。

№ 名称 概要

21 19 20 95.2% 400.0% 総務部
総務情報課

総合戦略

②ー１ ICT活用事業
行政事務や市民サービス等に積極的にＩＣＴを利用することで、業務の効率化や市民の利便性の向上
を促進します。

―

オープンデータ公開数 件 オープンデータとして公開されているデータ数 0 5 10 14 19

484

115.9% 市長公室
秘書広報課

SNSのフォロワー数 人 本市が利用するSNSのフォロワー数の合計 284 560 840 1120

1,340 1,082 960 1,079 1,113 115.9%

市長公室
秘書広報課

560 491 495 88.4% 88.4%

市ホームページ「広報」平均アクセス数 件 市ホームページ「広報紙」ページの一月当たりの平均アクセス数 770 960 1,150

（R1） R６ R１０
指標名 単位 算出方法（指標説明）

計画当初 目標値 前年度実績値 今年度の進捗
担当所管中間値

（９月末）
実績値

（年度末）
目標達成度
（Ｒ６年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）R１４ （R５） 目標値

概要 総合戦略

①ー１ 広報紙発行事業
市民への情報発信媒体として、市政情報や市民のニーズに応じた適切で分かりやすい情報の提供を
行い、市の魅力を発信します。

―

ＳＤＧｓ該当分野

① 市政情報の提供と広報力の強化

市のホームページにおけるアクセシビリティの確保やオープンデータの充実などにより、利用しや
すい市政情報の提供に努めます。また、さまざまな情報媒体の活用や効果的な表現による情報
発信を積極的に行い、市内外への発信力を強化することで、市のイメージや知名度の向上を図り
ます。

№ 名称

①ー２ 広報及び報道機関連携事業
ＳＮＳ及びメディアの活用、報道機関への情報提供により、市政情報及び本市の魅力を市内外へ広く
発信します。

●

（第5次総合計画 前期基本計画 106-108ページ）

政策名 7 スマートでスリムな行政運営の確立のために。（行政経営）

ＩＣＴを活用し、市民がそれぞれのニーズに合った方法で情報やサービスを利用できている。

施策名 32 情報とＩＣＴの利活用



令和６年度 行政評価 進捗管理シート
目指す姿

施策の主な取り組み

■実施する主な事業

◆指標の達成状況

■実施する主な事業

◆指標の達成状況

■実施する主な事業

◆指標の達成状況

■実施する主な事業の評価

施策の方向性（改善策）

職員の法務能力等の向上を目指し、法務研修を中心とした研修を継続して実施するとともに、職員の能力評
価及び業績評価について、その目的や公正性の確保の重要性について全職員ヘ周知を図るとともに、制度
を洗練させていく。
一方で、職員の心身の健康確保のために、超過勤務時間の多い職員や所属に対して積極的にヒアリングを行
うとともに、心の健康相談室や共済組合が実施する健康診断などの施策により健康問題の防止に努める。

10

65,002

23

【実績】
・人事評価の目的（職員の能力開発・人材育成、コミュニケーションによる組織の
活性化等）及び公正性の確保の重要性について、文書により全職員に周知を図っ
た。

【課題】
・評価指標の細分化や適正化を進め、公正な人事評価を実現するとともに、これ
を昇任等に確実に反映させるべく制度を洗練する必要がある。

B

【実績】
・次年度昇任試験候補者を対象に、法務能力の向上を目的とした研修（行政法、
憲法）を計７回実施した。
【課題】
・研修受講者の役職に偏りがあり、職員が等しく研修を受けられる機会を設ける
必要がある。

B

【実績】
・超過勤務時間数が長時間となっている職員へのヒアリングを行った。（延べ9
名）
【課題】
・端末の自動的なシャットダウンに関する検討が必要である。

B

各法令等の制定・改正・廃止等や社会動向を踏まえた上で必要な人員を見定め、正規職員のみな
らず、各種人的資源を活用し、より効果的・効率的な人員配置を目指します。

№ 名称 概要

研修実施回数 回

③

③ー２ ヒアリング調査事業
本人またはその上司・同僚等から職員の不調につながる事案の通報があった場合に、必要と考え
られる場合に本人を含む関係人へヒアリング調査を行い、本人へのフォローアップと不調因子の
改善、その発生の防止を図ります。

目標値 前年度実績値

37,240 30,186

（第5次総合計画 前期基本計画 109-111 ページ）

政策名 7 スマートでスリムな行政運営の確立のために。（行政経営）
付加価値の高い行政サービスが提供できるよう、職員一人ひとりが知識・技能・意欲の向
上に努めている。

施策名 33 行政組織の活性化・組織力の強化 

概要 総合戦略

①ー１ 人事評価適正化事業
評価指標の細分化や適正化を進め、公正な人事評価を実現するとともに、これを昇任等に確実に
反映します。

―

ＳＤＧｓ該当分野

① 適正な人事評価

評価基準を充実させ評価者に依存しない評価と昇任等へ反映できる制度を確立し、職員の育成
と士気高揚を図ります。

№ 名称

―

指標名 単位 算出方法（指標説明）
今年度の進捗

担当所管
（R1） R６ R１０ R１４ （R５） 目標値 中間値

（９月末）
実績値

（年度末）

計画当初 目標値 前年度実績値

目標達成度
（Ｒ６年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

-

② 職員研修の推進

タイムマネジメントやリスクマネジメントの他、法律的素養及び接遇力の向上に重点をおくととも
に、時勢に応じて求められる能力の向上に資する研修を実施します。

№ 名称 概要

70 0 ― ー 市長公室
人事課

総合戦略

②ー１ 研修推進事業 個々の職員への重要と思う内容や分野の調査を踏まえた上で、より効果的な研修を企画・実施す
るとともに、その他必要となる研修の回数・内容の拡充を図ります。

―

人事評価アンケート調査満足度 ％ 人事評価アンケートで「良い」「とても良い」と回答した人数／全回答者
数（市職員対象）

ー 70 80 90

指標名 単位 算出方法（指標説明）
計画当初 目標値 前年度実績値 今年度の進捗

担当所管
（R1） R６ R１０ R１４ （R５） 目標値 中間値

（９月末）
実績値

（年度末）
目標達成度
（Ｒ６年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

総合戦略

③ー１

12 12 3 83.3% 90.9%

超過勤務時間数逓減推進事業 超過勤務の実態把握に努め、適宜、適切となるよう人員の配置を見直します。 ―

人事課主催の研修実施回数 10 11 12 12

効果的な人員配置

―

市長公室
人事課

超過勤務時間数 時間 選挙や災害対応を除く超過勤務の総時間数 38,000 37,240 36,100 34,200 64,713

今年度の進捗

（R1） R６ R１０ R１４ （R５） 目標値 中間値
（９月末）

実績値
（年度末）

指標名 単位 算出方法（指標説明）
計画当初

25.5% 25.5% 市長公室
人事課

目標達成度
（Ｒ６年度比）

目標達成度
（Ｒ６年度比）

担当所管

-800.0% 市長公室
人事課

№ 事業名
今年度の事業評価 今後の方向性

担当所管
実績と課題

担当課
評価

(A/B/C)

0 13 5 14 -800.0%メンタルヘルス不調者数 人 メンタルヘルス不調による病気休暇取得者数 7 5 3

３視点
所管判定

方向性の内容（改善策）
※３視点評価の点数（１００点満点）が６５点以下の視点については、

現状を改善し、高めていくための方策等について記入
今年度の事業実施計画

成果の方向性
必要性

有効性
コストの方向性

効率性

【成果の方向性】
人事評価の目的（職員の能力開発・人材育成、コミュニケーションによる組織の活性化
等）及び公正性の確保の重要性について、全職員に継続して周知を図る必要がある。

市長公室

・人事評価の目的（職員の能力開発・人材育成、コミュニケーションによる組織の活性化
等）及び公正性の確保の重要性について、全職員に継続して周知を図る。

67

現状維持

人事課

①ー１ 人事評価適正化事業 85
現状維持

75

【成果の方向性】
職員の法務能力等の向上を目指し、法務研修を企画・実施するともに、その他必要とな
る研修についても企画検討し、進めていく必要がある。また、研修後に知識の定着度の
確認や、今後の研修内容の検討のためのアンケートの実施等についても検討する必要
がある。なお、法務研修の内容については、昇級試験の出題範囲とする。
【コストの方向性】
・現状を維持したまま、手法を改めることで効果の向上を図る。

市長公室
・職員の事務能力や法務能力等の向上を目指し、研究計画に基づき研修を実施していく
とともに、研修後に知識の定着度を確認するための効果検証や試験を行う。

80

現状維持

人事課

②ー１ 研修推進事業 80
拡充

67

【成果の方向性】
超過勤務時間の多い職員や所属に対して積極的にヒアリングを行うとともに、長時間勤
務による健康被害の発生防止を図る必要がある。

市長公室
・１月あたりの超過勤務時間数が80時間を超える職員に定期的にヒアリングを行う。
・定時退庁日（市役所：水曜日・総合福祉センター：木曜日）の徹底を図るため、原則とし
て勤務時間終了３０分経過後に各自の端末が自動的にシャットダウンする設定とし、全
庁的な時間外勤務縮減の意識付けを図る。

67

現状維持

人事課

③ー１ 超過勤務時間数逓減推進事業 85
現状維持

80

【成果の方向性】
・精神面での健康問題に伴う休職者が引き続き多い傾向にあることから、健康相談室や
共済組合が実施する事業の周知を継続する必要がある。

市長公室
・働きやすい職場環境の実現のために、高ストレス者に対する面談を産業医と連携を図
りながら適宜行うとともに、超過勤務時間の多い職員や所属に対して積極的にヒアリン
グを行う。

75

現状維持

人事課

③ー２ ヒアリング調査事業 85
現状維持

75

【実績】
・高ストレス者に対する面談を行った。（人事課２名、産業医５名）
・超過勤務時間数が長時間となっている職員へのヒアリングを行った。（延べ9
名）【再掲】
【課題】
・高ストレス状態であると判断される職員が増加傾向にある。

B

担当課評価 成果の方向性 コストの方向性

次年度の方向性

A 0 事業 拡充 1 事業 拡大 0 事業

B 4 事業 現状維持 3 事業 現状維持 4 事業

C 0 事業 縮小 0 事業 縮小 0 事業

休廃止 0 事業 休廃止 0 事業


